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（百万円未満切捨て） 

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平22年6月30日） 

(1) 連結経営成績［累計］ 
（％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 第１四半期 5,399 △6.4 355 △10.4 83 △24.4 77 26.6 

22年3月期 第１四半期 5,769 △7.1 396 △15.8 110 △32.0 61 △9.0 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり 

四半期純利益 
円  銭 円  銭

23年3月期 第１四半期 2. 03 ― 

22年3月期 第１四半期 1. 60 ― 
 

(2) 連結財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円  銭

23年3月期 第１四半期 64,693 9,521 14.7 250. 08 

22年3月期 64,565 9,447 14.6 248. 13 

（参考）自己資本 23年3月期 第1四半期 9,517百万円 22年3月期 9,443百万円 

 

２. 配当の状況 

 年間配当金 

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期   末 年   間 

円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭

22年 3月期 ―  0. 00 ―  0. 00 0. 00 

23年 3月期 ―  ―― ―― ―― ―― 

23年 3月期（予想） ―― 0. 00 ―  0. 00 0. 00 

（注） 配当予想の当四半期における修正の有無  ：  無 

 

３. 平成23年３月期の連結業績予想 （平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 11,000 △7.2 700 △33.4 150 △68.7 50 △88.8 1. 31 

通期 22,000 △5.4 1,800 △21.2 700 △38.4 450 △27.2 11. 82 

（注）当四半期における業績予想の修正の有無  ：  無 

 



  

４．その他（詳細は、【添付資料】P．４「その他の情報」をご覧ください。） 

(1) 当四半期における重要な子会社の異動 ： 無 

   新規  －社 （ － ）    、 除外  －社 （ － ）  

   （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の有無となります。  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

   （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更  

① 会計基準等の改正に伴う変更   

② ①以外の変更   

： 有 

： 無 

   （注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Q 38,640,000株 22年3月期 38,640,000株

② 期末自己株式数 23年3月期１Q 583,256株 22年3月期 582,709株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Q 38,057,149株 22年3月期１Q 38,066,804株

 

 

（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビューの対象外です。なお、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 

（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結

業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（1） 連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊急経済対策を始めとする政策の効果など
を背景に、着実に景気の回復が続いており、また、県内経済も緩やかながら持ち直しの動きが広がっ
ているものの、海外景気の下振れ懸念、国内におけるデフレの影響など、景気を下押しするリスクも
存在し、先行き不透明な状況で推移しました。 

こうした状況下、当社グループは、３カ年の｢中期経営計画｣の中間年を迎え、積極的に事業を展開
してまいりました。 

基幹の運輸事業では、バス交通の利便性・快適性向上に努めましたが、高速バスや貸切バスを中心
に輸送人員が減少し前年度比減収となりました。 

不動産事業では、子会社㈱万代開発が運営する商業街区「万代シテイ」の魅力を高め、集客力のア
ップに努めましたが、消費マインド低迷等の影響により、テナントからの売上歩合制賃料を中心に前
年度比減収となりました。 

経費面では、燃油価格が前年度比上昇しましたが、人件費を中心に諸経費抑制に努めました。 
 この結果、当第１四半期の総売上高は、5,399百万円（前年同期比6.4％減）、営業利益は355百万
円（同10.4％減）、経常利益83百万円（同24.4％減）、四半期純利益は77百万円（同26.6％増）とな
りました。 
 

セグメントの業績の概況は、次の通りであります。 
 

○運輸事業 
乗合バス部門では、新潟大学や新潟清心女子中学・高等学校からＪＲ新潟大学駅間を100円で結ぶ

「100円バス（４月５日～）」や、新潟市まちなか再生本部の施策に基づく社会実験として新潟駅か
ら古町間を100円（子供50円）で結ぶ「ワンコインバス（４月24日～）」の運行を開始したほか、路
線毎の乗降人数分析に基づく大幅なダイヤ改正（４月５日～）を実施するなど、お客様の利便性改
善と収益力強化に努めました。この結果、概ね前年同期並みの売上を確保しました。 

高速バス部門では、「高速道路のＥＴＣ割引」継続の影響に加え、競合区間におけるＪＲの廉価
商品の影響やツアーバスの台頭により、県内線・県外線とも対前年同期比減収となりました。 

貸切バス部門では、稼働台数は前年を上回ったものの、大手旅行会社の新潟地区への新規参入に
伴う競合他社との価格競争の激化や、短区間受注の割合が増加したことによる販売額の伸び悩み等
により前年同期比減収となりました。 

この結果、運輸事業の売上高は2,596百万円（前年同期比2.3％減）となりました。 
 
○不動産事業 

不動産事業では、Ｔジョイ新潟万代にて映画を鑑賞したお客様への「５時間駐車場無料券」の配
布や、専門店施設「ビルボードプレイス」にて買い物をされたお客さまへの「アフター５駐車場１
時間サービス券」の配布等の駐車場施策により、来街誘致と長時間滞在を促進し賃料収入の増強を
図りました。更に、万代シテイと信濃川やすらぎ堤を結ぶ新設歩道橋「万代スカイロード」を活か
したイベント「万代シテイ アースフェスタ2010（５月３日～５日）」を開催し７万５千人を集客す
る等、イベント開催の強化に努め、万代シテイの集客力向上に努めました。しかしながら、消費マ
インド低迷等の影響を払拭するまでには至らず、テナントからの売上歩合制賃料を中心に前年度比
減収となりました。 

この結果、不動産事業の売上高は727百万円（前年同期比5.1％減）となりました。 
 

○商品販売事業 
主力の観光土産品販売部門については、県立近代美術館で開催された「奈良の古寺と仏像展（４

月24日～６月６日）」にて目標を上回る13万人もの来場者があったこともあり、同美術館内直営店
舗の商品売上が順調に伸びたことに加え、昨年度以来のヒット商品である「万代シテイ バスセンタ
ーのカレー」「柿の種ふりかけ茶漬け」の売上も好調に推移したこと等から前年同期比増収となり
ました。 

しかしながら、昨年６月末に園芸用品部門の株式会社浦浜農園の営業を終了（平成22年１月清算
結了）したことや、今年２月末にＭＢＯにより菓子類のフランチャイズ部門である株式会社スウィ
ートファクトリージャパンを当社グループより分離したことに伴い、商品販売事業全体の売上高は 
633百万円（前年同期比26.2％減）となりました。 
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○旅館事業 

ホテル旅館業のうち佐渡市内の旅館部門（国際佐渡観光ホテル八幡館）では、大手旅行代理店に
よるツアー設定の増加により宿泊人数は増加したものの、宿泊単価の伸び悩み等により前年同期比
減収となりました。         

新潟市内のシティホテル部門（万代シルバーホテル）では、インターネット用の宿泊プランの充
実や、館内レストランにおける「35周年記念 春のレストラン祭り」「女子会プラン」等の企画によ
り集客強化を図りましたが、一般宴会受注の伸び悩み等により前年同期比減収となりました。 

この結果、旅館事業の売上高は519百万円（前年同期比3.6％減）となりました。 
 

○その他事業 
旅行業では、年率換算で旅行費用が４％お得になる「くれよん積立友の会」の会員増強による顧

客囲い込みを図るとともに、ホームページの改善や県内全域に新聞全面広告を掲出する等、魅力あ
る旅行商品の訴求に努めました。しかしながら、主催旅行の「くれよん」においては宿泊旅行から
日帰り旅行へシフトが進んだことで客単価が低下しているほか、新潟地区への大手旅行業者の新規
参入による競争激化の影響等もあり前年同期比減収となりました。 

清掃・設備・環境業では、佐渡市からの委託業務が順調に推移したことに加え、古紙・アルミ等
のリサイクル品販売単価の回復もあり前年同期比増収となりました。 

その他の広告代理業、人材派遣業、航空代理事業では、引き続き厳しい事業環境の中で推移した
結果、前年度比減収となりました。 

この結果、その他事業の売上高は921百万円（前年同期比2.7％減）となりました。 
 

 
（2） 連結財務状態に関する定性的情報 
①財政状態の変動状況 

   当第１四半期の総資産は、売掛金の増加やリース資産（バス車両）の増加と減価償却による有形固
定資産の減少したことなどにより、前期末に比べ127百万円増加し、64,693百万円となりました。 

   負債は、未払金やリース負債の増加や借入金の返済による減少などにより、前期末に比べ53百万円
増加し、55,171百万円となりました。 

   また、純資産は、当期純利益77百万円計上による利益剰余金の増加などにより、前期末に比べ74百
万円増加し、9,521百万円となり、自己資本比率は14.7％となっております。 

 
  ②キャッシュ・フローの状況 
   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益165百万円に減価償却費などを加

減した結果、586百万円の資金収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定
資産取得による支出などにより、89百万円の資金支出となりました。 

   また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、419百万円の資金支出と
なりました。 

   この結果、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ77百万円増加し、1,954
百万円となりました。 

 
 

（3） 連結業績予想に関する定性的情報 
平成23年３月期の業績予想（連結・個別）につきましては、平成22年５月14日発表の業績予想から

変更はありません。 
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２．その他の情報 

（1） 重要な子会社の異動の概要 

   該当事項はありません。 

 

 

（2） 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前年度の検討において使用した将来の業績予想や、

タックスプランニングを使用しております。 

 

 

（3） 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

１．会計処理の原則・手続の変更 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３

月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告24号 平

成20年３月10日）を適用しております。 

 これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

２．表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」

の科目で表示しております。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,048,321 1,966,227

受取手形及び売掛金 1,334,777 1,098,576

商品及び製品 205,680 266,275

原材料及び貯蔵品 116,476 55,072

その他 776,423 804,000

貸倒引当金 △36,414 △36,407

流動資産合計 4,445,264 4,153,745

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,309,516 15,553,683

土地 41,037,973 41,037,973

その他（純額） 2,362,943 2,262,385

有形固定資産合計 58,710,433 58,854,042

無形固定資産 232,655 236,270

投資その他の資産 1,304,839 1,321,396

固定資産合計 60,247,928 60,411,709

資産合計 64,693,193 64,565,454

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 976,187 849,536

短期借入金 18,959,455 20,018,871

未払法人税等 70,539 98,677

賞与引当金 56,755 151,723

その他 2,798,421 2,435,366

流動負債合計 22,861,359 23,554,174

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 21,935,989 21,250,814

再評価に係る繰延税金負債 6,101,538 6,101,538

退職給付引当金 488,826 508,391

役員退職慰労引当金 306,828 310,581

その他 3,377,110 3,292,627

固定負債合計 32,310,292 31,563,952

負債合計 55,171,652 55,118,126
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220,800 4,220,800

資本剰余金 2,941,409 2,941,409

利益剰余金 △5,281,192 △5,358,464

自己株式 △98,433 △98,326

株主資本合計 1,782,583 1,705,419

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △14,560 △11,505

土地再評価差額金 7,749,315 7,749,315

評価・換算差額等合計 7,734,755 7,737,810

少数株主持分 4,202 4,098

純資産合計 9,521,541 9,447,327

負債純資産合計 64,693,193 64,565,454
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 5,769,244 5,399,194

売上原価 4,028,894 3,873,337

売上総利益 1,740,349 1,525,856

販売費及び一般管理費 1,343,436 1,170,312

営業利益 396,913 355,544

営業外収益   

受取利息 1,084 636

受取配当金 2,436 2,943

その他 5,118 6,033

営業外収益合計 8,639 9,613

営業外費用   

支払利息 290,412 278,826

持分法による投資損失 889 354

その他 3,759 2,425

営業外費用合計 295,060 281,606

経常利益 110,492 83,551

特別利益   

前期損益修正益 486 1,455

固定資産売却益 1,308 215

補助金収入 11,273 12,916

構造改革引当金戻入額 11,198 －

その他 21,048 73,693

特別利益合計 45,314 88,281

特別損失   

前期損益修正損 4,223 －

固定資産売却損 － 959

固定資産除却損 2,867 4,450

その他 583 1,336

特別損失合計 7,674 6,745

税金等調整前四半期純利益 148,132 165,087

法人税、住民税及び事業税 56,252 62,671

法人税等調整額 30,663 25,040

法人税等合計 86,915 87,711

少数株主損益調整前四半期純利益 － 77,375

少数株主利益 175 104

四半期純利益 61,042 77,271
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 148,132 165,087

減価償却費 367,491 389,343

のれん償却額 417 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,012 2,546

賞与引当金の増減額（△は減少） △104,913 △94,968

退職給付引当金の増減額（△は減少） △34,730 △9,051

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,417 △3,752

受取利息及び受取配当金 △3,521 △3,580

支払利息 290,412 278,827

持分法による投資損益（△は益） 889 354

固定資産売却損益（△は益） △1,308 743

固定資産除却損 2,804 3,674

売上債権の増減額（△は増加） △111,426 △236,201

たな卸資産の増減額（△は増加） 28,624 △808

仕入債務の増減額（△は減少） 123,079 126,651

その他 316,856 338,872

小計 1,020,402 957,738

利息及び配当金の受取額 6,713 4,930

利息の支払額 △293,480 △286,781

法人税等の支払額 △89,058 △89,418

営業活動によるキャッシュ・フロー 644,576 586,468

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △56,610 △78,292

有形固定資産の売却による収入 2,134 3,343

投資有価証券の取得による支出 △300 △299

貸付金の回収による収入 5,601 2,343

その他 1,116 △16,586

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,058 △89,490

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,525,500 △1,327,990

長期借入れによる収入 2,251,100 2,254,300

長期借入金の返済による支出 △1,186,404 △1,300,551

自己株式の取得による支出 △910 △107

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △25,904 △45,339

財務活動によるキャッシュ・フロー △487,619 △419,688

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 108,898 77,289

現金及び現金同等物の期首残高 1,648,048 1,877,674

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,756,947 1,954,964
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（4） 継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

 

（5） セグメント情報 

  １．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、基幹事業である運輸業の運行地域を中心に、地域の公共性及び発展につながる多角的事業を

展開しております。 

そのため、当社グループでは、各事業内容を基礎とした事業の種類別のセグメントから構成されており、「運

輸業」、「不動産業」、「商品販売業」、「旅館業」の４つを報告セグメントとしております。  

報告セグメントにおける各事業区分の事業内容は、以下のとおりであります。 

（1） 運輸業    旅客自動車運送業、タクシー業 

（2） 不動産業   不動産賃貸業、不動産売買業 

（3） 商品販売業  食品販売業、物品販売業 

（4） 旅館業、   ホテル業、旅館業 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年4月１日 至 平成22年6月30日）  

  （単位：百万円）

 

報告セグメント 

その他 

（注）1 
合計 

調整額 

（注）2 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）3 
運輸業 不動産業 

商品 

販売業 
旅館業 計 

売上高       

  外部顧客への売上高 2,596 727 633 519 4,477 921 5,399 － 5,399

  セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
42 135 21 6 205 182 388 △388 －

計 2,639 863 654 525 4,683 1,104 5,787 △388 5,399

 セグメント利益又は
損失（△） 

△49 298 36 10 296 58 355 0 355

（注） １．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業、航空代理業、清掃・設

備・環境業等を含んでおります。 

 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

 （追加情報） 

  当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

 

 

 （6） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 
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